
ダイポールアンテナを用いた海中伝搬実験と解析
Experimental and numerical study of propagation in seawater by using dipole antennas
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1 まえがき
近年，海中通信や海中のダイバーの位置推定に電波を

利用することが検討されている．電波を用いて海水面近
くで海中通信を行う場合，アンテナ間を最短距離で伝搬
する直接波と海水面を経由するラテラル波の合成波が受
信アンテナに到達する [1]．ラテラル波を利用すれば浅い
海中の電波は水平方向に遠くまで届くようになり，通信
用途では伝搬距離を延ばすことができる．しかし，電波
による海中での波源の位置推定をするためにはラテラル
波を含む電波伝搬の性質を詳細に調査する必要がある．
本報告では，2つのダイポールアンテナを用いて 10,

30, 100 kHzの 3周波数の電波の海中での受信電力の距
離特性を測定した結果と，FDTD法によるシミュレー
ションの結果を比較した結果を示す．

2 海中伝搬実験とシミュレーション
実験に使用したダイポールアンテナを図 1に示す．製

作したアンテナは 2種類あり，1つはアンテナ導体が蒸
留水のシースに覆われたシース付ダイポールアンテナで，
もう 1つは線状導体の半分を海水に露出させた半露出型
ダイポールアンテナである．アンテナ導体の長さはいず
れも 2 mである．シース付アンテナの整合回路は狭帯
域であるため，測定に使用する 10, 30, 100 kHzの 3周
波数に合わせた整合回路を内蔵したアンテナを 2本ずつ
合計 6本試作した．半露出型アンテナの整合回路は広帯
域であり，2本ですべての周波数を測定可能である．
実験は JAMSTEC 横須賀本部の岸壁にて行われた．

実験の様子を図 2に示す．ファンクションジェネレータ
(WF1974)の出力をバイポーラ電源 (HSA4011)で増幅

図 1 水中アンテナ (左:シース付, 右:半露出型)

図 2 実験の様子と試作したアンテナ

し，送信アンテナ (#1) に 10 W を入射した．受信ア
ンテナ (#2)で受信した信号をスペクトラムアナライザ
(N9913A)で観測し受信電力を記録した．送受信アンテ
ナには同種類のものを用い，アンテナ間距離 D を 2 m

から 20 mまで離していき受信電力の距離特性を測定し
た．アンテナの向きは水平偏波と垂直偏波の 2方向につ
いて測定を行った．
まず 100 kHz用整合回路を内蔵したシース付アンテ

ナを用いて測定を行ったところ，海中で送受信アンテナ
を密接させた状態でも信号を観測することができず，距
離特性を測定することができなかった．半露出型アンテ
ナを用いた測定ではアンテナ間距離Dを 20 mまで離し
たときも測定値が背景雑音の電力を上回っていたことを
確認したため，本報告の測定結果はすべて半露出型アン
テナによるものである．なお，それぞれのアンテナの給
電部の深さ H は水平偏波のときは 2.8 m，垂直偏波の
ときは 3.1 mであった．
加えて実験結果を検証するためにFDTD法でのシミュ

レーションを行った．シミュレーションには図 3に示す
解析モデルを使用し，アンテナ間距離 D を変化させた
ときの透過係数 S21を求めた．海水の比誘電率は 70，導
電率は実験時と同じ 5.49 S/mとした．

図 3 解析モデル (左:水平偏波, 右:垂直偏波)
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水平偏波，および垂直偏波での受信電力の測定値およ
びシミュレーションでの |S21|の解析値を図 4，図 5に
点で示す．これらのグラフは 2 m地点での受信電力あ
るいは |S21|がいずれも 0 dBとなるようにオフセット
が調整されている．図 4，図 5より，近距離におけるグ
ラフの傾きは実験とシミュレーションでほぼ一致してい
ることがわかる．遠距離では実験において受信電力の減
衰が緩やかになる現象がすべてのケースで見られた．ま
たシミュレーションにおいても水平偏波の場合は同様の
現象が確認でき，これはラテラル波の影響だと考えられ
る．しかし，水平偏波の場合は傾きが変化するまでの距
離が実験とシミュレーションで一致せず，垂直偏波の場
合，シミュレーションではラテラル波の影響が確認され
なかった．

3 岸壁を加えたシミュレーション
シミュレーションモデルを実験環境に近づけるため，

岸壁のモデルを加えて同様にシミュレーションを行った．
岸壁モデルは柵状の導体で，2つのアンテナ給電部から
横に 3 m離れた位置に配置されている．岸壁の有無に
よるシミュレーション結果の違いは図 6に示す水平偏波
の場合の 100 kHzの伝搬特性にのみ現れ，8 m以遠で
|S21|がほぼ一定値となった．この伝搬特性は，実験結
果と大きさが異なるものの傾向が一致する．シミュレー
ションでこのような結果が得られた原因は，岸壁が伝搬
経路の一部となったためと考えられる．しかし，水平偏
波の 10, 30 kHzと垂直偏波の場合の距離特性に変化は
ほとんど見られなかった．水平偏波の 10, 30 kHzで岸
壁の影響が見られなかったのは，海中を直接伝搬すると
きの損失が岸壁を経由するときの損失より小さいためだ
と考えられる．また，垂直偏波のシミュレーションで岸
壁の影響が確認できなかったのは岸壁とアンテナが平行
であるため岸壁が導電電流の経路とならないからだと考
えられる．
この結果より，実験結果のグラフの傾きの変化にはラ

テラル波以外に岸壁など周囲の物体の存在が影響してい
たと考えられる．

4 むすび
本報告では海面付近で海中通信を行う場合の伝搬特性

を岸壁で測定した結果とシミュレーション結果の比較を
行った．アンテナ間の距離に対する受信電力を測定した
結果，一定距離離れたところで伝搬損失の傾きが変化し
た．この変化はラテラル波の影響が確認できたことを意
味している．また，アンテナの近くにある物体が伝搬特
性に影響を与えていることがわかった．
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図 4 距離特性の解析値と測定値の比較 (水平偏波)

図 5 距離特性の解析値と測定値の比較 (垂直偏波)

図 6 岸壁の有無による距離特性の比較 (100 kHz, 水平
偏波)
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